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「三田学会雑誌」1 0 1巻 3 号 （2 0 0 8年 1 0 月）

マルクスの景気循環論

寺 出 道 雄

1 はじめに

マルクスは，『資本論』において，「産業循 

環」すなわち今日的にいえば景気循環にっい 

て複数のストーリーを提示している。そのう 

ちもっとも基礎的であり，また，もっとも明瞭 

なものは，第一部第2 5 章 「資本制的蓄積の一 

般的法則」におけるものである。それは，『資 

本論』の形成史からするなら，マルクスの景

気循環にっいての考察の到達点をしめすもの

⑵
でもあった。本稿では，そこでのマルクスの 

議論に整理を加えて，それがどのような内容 

のものであったかをしめすことにする。

以下，2 の 「マルクスの諸命題」では，「資 

本制的蓄積の一般的法則」における関連する 

叙述を，いくつかの命題の形でまとめてみる。

そして，3 の 「景気循環」 と 4 の 「傾向的帰 

結」 とでは，それらの命題を統一的に理解で 

きるような簡単な枠組を提示する。さらに， 5 

の 「おわりに」では，そうしたマルクスの景 

気循環論の性格づけについて，簡単にふりか 

える。

2 マルクスの諸命題

1 マルクスは，「資本制的蓄積の一般的法 

則」を，次のように始める。

「この章では，資本の成長が労働階級の運命 

におよぼす影響について考察する。この研究 

におけるもっとも重要な要因は，資本の構成 

とそれが蓄積の過程を経過するなかでこうむ 

る変化とである。 (p.625.)

それでは，そ の 「資本の構成」 とは， どの

( 1 ) 章数は，英語版のもの。ドイツ語版では第2 3 章。

以下，『資本論』の邦訳は，英語版の第5 版， Marx (1 8 8 7 / 1 8 9 5 )のものである。

( 2 ) 日高（1 9 8 7 )第 2 部 A を参照。
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ような概念なのであろうか。 2 以上のような前提のもとで，マルクス

「資本の構成とは，二重の意味で理解されな 

ければならない。価値の面からいえば，それ 

は，資本が不変資本，あるいは生産手段の価 

値と可変資本，あるいは労働力の価値，すな 

わち賃金の総額とに分かれる割合によって決 

定される。生産過程で機能する素材の面から 

いえば，すべての資本は，生産手段と生きて 

いる労働力とに分かれる。後者の構成は，用 

いられる生産手段の量とその生産手段を用い 

るのに必要な労働の量との関係によって決定 

される。前者を資本の価値的構成と呼び，後 

者を資本の技術的構成と呼ぶことにする。そ 

の両者のあいだには密接な関係がある。その 

関係を表現するために，資本の技術的構成に 

よって決定され，その変化を反映するかぎり 

での資本の価値的構成を，資本の有機的構成 

と呼ぶことにする。以下で，単に資本の構成 

というとき，それはつねに資本の有機的構成 

を意味している。」 (p.625.)

マルクスは，「資本の構成」の概念を以上の 

ように定義した後に，次のように述べるので 

ある。

「特定の生産部門に投じられている多くの 

個々の資本は，それぞれに多かれ少なかれ異 

なった構成をもっている。個々の資本の構成 

の平均は，その生産部門の総資本の構成を与 

える。そして，すべての生産部門の平均構成 

のそのまた平均は，一国の社会的資本の総計 

の平均構成を与える。結局は，この一国の社 

会的資本の総計の平均構成のみが，以下の研 

究で問題とされるのである。」 (pp.625-626.)

は，「資本の成長が労働階級の運命におよぼす 

影響」について考察する。そのなかで，彼は， 

景気循環についての，1 つのストーリーを提 

示するのである。

そこで，まず，その景気循環についてのマ 

ルクスの議論を理解するために必要な叙述を， 

以下の 6 つの命題の形でまとめてみよう。

命 題 1 : 労働者の賃金率の大きさは，彼ら 

の雇用率の増加間数（1一雇用率，と定義される 

失業率の減少関数）となる。

命題 2 ：資本家の貯蓄率（個人企業の存在を 

前提すれば，資本家の利潤所得にしめる投資の割 

合，と定義される投資率と等しくなる）は，利潤 

率が低下していくときには，不連続に低下し 

うるのであり，それが上昇していくときには， 

不連続に上昇しうる。

命題 3 : 好 況 . 過度の好況•恐慌 •不況とい 

う過程をたどる景気循環の繰り返しは，労働 

者の雇用率の変動にもとづいている。

命 題 4 : 失業した労働者の存在は，景気循 

環の振幅をある範囲内にとどめる作用を果し 

ている。

命題 5 ：技術進歩は，労働生産性と労働の 

資本装備率とを上昇させる。

命 題 6 ：技術進歩は，「資本の有機的構成」 

を上昇させる。

以上の 6 つの命題は，『資本論』において， 

以下のように叙述されている。

命題 1，すなわち「労働者の賃金率の大きさ 

は，彼らの雇用率の増加関数となる」 という 

命題を，もっともはっきりと提示しているの 

は，以下の叙述である。そこで，「労働階級が
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現役軍と予備軍とに分かれる割合」とは，雇 

用率ないし失業率を意味する。

「全体としていえば，賃金の一般的な運動は， 

もっぱら産業予備軍の拡大と縮小とによって 

規定されており，そして，後者は産業循環の 

周期的な変動に対応している。それゆえ，そ 

れは労働人口の絶対数の変動によって決定さ 

れるのではなく，労働階級が現役軍と予備軍 

とに分かれる割合の変動によって決定される。 

すなわち，過剰人口の相対的な規模の増大と 

減少とによって，それがどれだけ吸収されて 

おり，どれだけ放出されているかによって，決 

定されるのである。 (p.651.)

命 題 2，すなわち「資本家の貯蓄率は，利 

潤率が低下していくときには，不連続に低下 

しうるのであり，それが上昇していくときに 

は，不連続に上昇しうる」 という命題は，以 

下の 2 つの叙述で言及されている。

「偽りの『人口の自然法則』の根底にある資本 

制生産の法則は，簡単にいえば次のようなもの 

である。資本の蓄積と賃金率との関係は，資本 

に転形される不払労働とその追加的な資本を 

機能させるために必要な追加的な支払労働と 

のあいだの関係以外の何ものでもない。 ……  

それは，根底的には，同じ労働人口の不払労 

働と支払労働との関係によるのである。もし， 

労働階級によって提供され，資本家階級によっ 

て蓄積される不払労働の量が急速に増大し，そ 

の資本への転形が支払労働の異常な追加を必 

要とするようになれば，賃金は上昇し，他のす 

ベての条件が同一であるとして，不払労働はそ 

の比率において減少する。しかし，その減少に 

よって資本を養う剰余労働がもはや通常の量

で提供されなくなる点に達するやいなや，反動 

が生じる。収入のうちのより小さな部分のみ 

が資本化され，蓄積は遅れ，賃金の上昇の運動 

は阻止される。それゆえ，賃金の上昇は，資本 

制システムの基礎を損なわない範囲内にとど 

められているだけではなく，その拡大した規模 

での再生産を保証する範囲内にとどめられて 

いるのである。経済学者たちによって自然法 

則であるかのように変容させられた資本制的 

な蓄積の法則は，実際には，次のことを語って 

いる。すなわち，まさしく蓄積の本性が，資本 

制的な関係の増大する規模での再生産の継続 

を深刻に脅かすような労働の搾取度の低下，す 

なわち賃金の上昇を，排除しているのである。」 

(p.634.)

「産業の規模の発作的な拡大は，その突然の 

縮小の前提でもある。そして，後者はさらに 

前者を引きおこす。しかし，産業の規模の発 

作的な拡大は，そのために利用しうる人間材 

料なしには，すなわち，人口の絶対的な成長 

からは独立した労働者数の増大なしには，不 

可能である。その増大は，労働者の一部を絶 

えず『自由にする』単純な過程によって，増大 

する生産に比べて雇用される労働者の数を減 

らす過程によって，もたらされる。近代の産 

業の運動の全体は，それゆえ，労働人口の一 

部が絶えず失業者あるいは半失業者に転化さ 

れることにもとづいているのである。……天 

体が，ひとたび特定の運動のなかに投げ入れ 

られれば，その運動を繰り返すように，社会 

的な生産も，いったん拡大と縮小との交替的 

な運動に投げ入れられれば，その運動を繰り 

返すのである。その転換において，結果は原
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因となり，全過程のさまざまな出来事は，絶 

えず自らの運動の条件を再生産するのであっ 

て，それは周期性をもつものとなるのである。」 

p.647.)

これら2 つの叙述では，「不払労働」が 「そ 

の比率において減少するなら」，すなわち利潤 

率の低下がある条件を満たすなら，「収入のう 

ちのより小さな部分のみが資本化され」る，す 

なわち資本家の貯蓄率が低下すること，しか 

も，その低下は，生産の規模の「反動」ない 

し 「突然の縮小」 となることが述べられてい 

る。生産の規模の「突然の縮小」が，資本家 

の貯蓄率の不連続な低下を意味するなら，そ 

の 「発作的な拡大」は，過去において不連続 

な低下をこうむった貯蓄率の不連続な上昇を 

含むことになる。

命 題 3，すなわち「好 況 •過度の好況•恐 

慌 •不況という景気循環の繰り返しは，労働 

者の雇用率の変動にもとづいている」 という 

命題は，以下の 2 つの叙述で言及されている。

「資本の蓄積から生れる労働の価格の上昇 

は，次の二つの場合を含んでいる。

労働の価格の上昇が蓄積の進行を妨げない 

ので，その上昇がつづくというのがその一つ 

である。これは，少しも不思議ではない。ア 

ダム •スミスはこういっている。『利潤が減少 

した後でも，資財は増大しつづけうるだけで

なく，以前より急速に増大しうる。  大き

な資財は，小さな利潤しか得られなくても， 

大きな利潤を得られる小さな資財よりも急速 

に増大しうる。 （『諸国民の富』第一巻， 189 

頁。）この場合には，不払い労働の減少が資 

本の支配領域の拡大を妨げないことは明らか

である。—— もう一つの場合には，利得の剌 

激が純化するので，蓄積は，労働の価格の上昇 

の結果としてその速度を遅らせる。蓄積の率 

は低下する。しかし，その低下とともに，低 

下の本来の原因が消滅する。すなわち，資本 

と搾取可能な労働力とのあいだの不比例が消 

失するのである。資本制的な生産の過程のメ 

力ニズムは，まさに，それが一時的には作り 

だす蓄積への障害をとり除く。労働の価格は， 

ふたたび資本の自己拡大の欲求に適合する水 

準にまで低下する。その低下した水準が，賃 

金の上昇が生れる前の水準より低いか，同じ 

か，あるいはより高いかは別として，低下す 

るのである。」 (pp.632-633.)

「近代の産業に特徴的な過程，すなわち，平 

均的な活動，高圧下での生産，恐慌，不況の 

期間からなる十年の周期（それは，より小さな 

振動によって撹乱される）は，産業予備軍ある 

いは過剰人口の，絶えざる形成，より大きな 

規模，より小さな規模での吸収，そして再形 

成にもとづいている。その転変において，産 

業循環の変化する局面は，過剰人口を補充す 

るのであって，それは，その再生産における 

もっとも力強い要因の一つとなるのである。」 

(pp.646-647.)

命題 4 , すなわち「失業した労働者の存在 

は，景気循環の振幅をある範囲内にとどめる 

作用を果している」 という命題を，もっとも 

はっきりと提示しているのは，以下の叙述で 

ある。

「産業予備軍は，不況や平均的な好況の期間 

には，現役の労働者軍の重荷となり，過剰生産 

や発作の期間には，その要求を抑制する。そ
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れゆえ，相対的過剰人口は，労働の需要と供 

給の法則が作用する旋回軸なのである。それ 

は，その法則が機能する領域を，搾取の活動 

と資本の支配とにとってまったく都合のよい 

限界内に制約する。」 (pp.653-654.)

命 題 5 , す なわち「技術進歩は，労働生産 

性と労働の資本装備率とを上昇させる」とい 

う命題は，以下の叙述にみられる。

「土地の豊度等の自然条件は別として，ま 

た独立し孤立した生産者の技能（その生産物 

の量の多さよりも質の良さでしめされる）は別 

として，所与の社会における労働の生産性の 

発展度は，一人の労働者が，同じ時間内に， 

同じ労働の緊張度をもって，生産物に転化さ 

せる生産手段の相対的な量によってあらわさ 

れる。彼が転化させる生産手段の量は，彼の 

労働の生産性の上昇にともなって増大する。」 

p.635.)

命題 6，すなわち「技術進歩は，『資本の有 

機的構成』を上昇させる」 という命題は，以 

下の叙述にみられる。

「この資本の技術的構成における変化，それ 

らに命を与える労働力の量に比べての生産手 

段の量の成長は，資本の価値的構成に，資本 

の可変的成分を犠牲とした不変的成分の増大 

として反映される。たとえば，最初は，資本 

の 50 % が生産手段に， 50 % が労働力に投じ 

られていたものが，後には，労働の生産性の 

発展につれて， 80 % が生産手段に， 20 % が労

働力に投じられるようになる。」 (p.636.)

3 景気循環

1 この節と次節とでは，前節でみたマルク 

スの命題を統一的に理解しうるような簡単な 

枠組を提示する。

この節では，第 2 項と第 3 項とで，命 題 1 

から命題4 までによって，技術進歩を考慮し 

ないで，次いで，第 4 項で，命題 5 によって， 

技術進歩を考慮して，マルクスの景気循環に 

ついての基本的な理解を問題とする0。さらに， 

次節では，命題 5 と命題6 とによって，同じ 

く技術進歩を考慮して，景気循環をふくむ資 

本の蓄積の進行が，経済にどのような傾向的 

な帰結をもたらすかを問題とする。

ところで，マルクスが，「資本制的蓄積の一 

般的法則」において，「結局は，この一国の社 

会的資本の総計の平均構成のみが，以下の研 

究で問題とされる」としていることは，そこで 

の彼の叙述を簡単に理解するための手掛かり 

を与えてくれる。そうした前提があれば，資 

本の構成の「社会的資本の総計の平均」を体 

現するような生産部門のみが存在するような 

経済，すなわち，たった 1 つの生産部門から 

構成されるような経済を想定して，マルクス 

の議論の含意を理解できることになるからで 

ある。

⑶ 命 題 1 から命題4 までを抽出したマルクスの叙述は，技術進歩の存在を前提した叙述を多く含む 

が，それをここでのように命題化すれば，それらの命題そのものは，技術進歩の存在を捨象した議論 

にも用いうる。
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2 生産財でもあり消費財でもあるような， 

ただ 1 種類の財のみが存在し，個々の企業が 

個人企業として営まれるような資本主義経済 

を想定しよう。そこでは，財の生産は，生産 

財としてのその財と，労働との結合によって 

なされるとする。そうすると，この経済に存 

在する価格は，消費財でもあるその財で労働 

者に対して支払われる，労働，ないしマルク 

ス的にいえば労働力の価格のみであることに 

なる。労働者 1 人が，1 期において，つねに 

1 単位の労働を支出すると想定すれば，労働 

者の賃金率は，労働の価格であるとともに労 

働力の価格でもあることになる。

そうした1 種類の財の生産は固定係数型の 

生産関数でおこなわれ，その財が生産財とし 

て用いられる場合，耐久期間が長く，その損 

耗を無視できるような固定資本として機能す 

るとしよう。

そうすると，この経済の総生産物に等しい 

ような純生産物の分配の関係は，その生産物 

量を y ，資本量をK ，資本の利潤率をr ，生産 

の後に支払われると考える労働者の賃金率を 

w ，雇用される労働者の数をL であらわすと，

y  =  r K  +  wL

でしめされる。

生産は，固定係数型の生産関数でおこなわ 

れているのであるから，その両辺をK で割 

り，Y ! K  =  b， L / K  =  c という記号を用い 

れば，

r  =  b — cw

がえられる。ここでb は，資本生産性を，c は 

労働の資本装備率の逆数をあらわしている。

図 1

その式から，この経済における利潤率r と 

賃金率w との関係をしめす，図 1 のような賃 

金一利潤線を描くことができる。

その場合，利潤率の可能な最大値b は，資 

本生産性に等しいが，賃金率の可能な最大値 

b / c すなわちY I L は，労働生産性に等しいこ 

とになる。

ここで，資本家の総体は，利潤所得 r K の 

うち，1 — s ( 1 >  s >  0 ) の部分を消費にあて， 

残りの s の部分を投資にあてるとする。所得 

から消費を差引いた貯蓄のすべてが投資され 

るのだから，貯蓄と投資とはつねに等しいこ 

とになる。そして，その資本家の貯蓄率ない 

し投資率s の値は，S l >  S 2であるような，si 

と s2 との2 つの値をとるとする。すなわち， 

資本家は，利潤率が過去に経験した実際の利 

潤率の最大値から十分に低下すれば，その投 

資態度を強気（b u l l )のものから弱気（bear) 

のものに切り替え，その貯蓄率ないし投資率 

を s i から s 2 に低下させ，逆に，利潤率が過 

去に経験した実際の利潤率の最小値から十分 

に上昇すれば，その投資態度を弱気のものか 

ら強気のものに切り替え，その貯蓄率ないし
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投資率を s 2 から s i に上昇させるとするので 

ある。

そうすると，資本の増大率匕K / K を g で 

あらわすと，

g =  s i r  : i  = 1 , 2

であることになる。労働の資本装備率1 / cが 

一定であるとすると，その資本の増大率は，雇 

用された労働者の増大率A L / L と等しいこと 

になる。

一方，労働者の総体は，賃金所得w L のす 

ベてを消費にあてるとする。そして，その労 

働者の賃金率w の値は，毎期 n の率で増大す 

る労働者人口にしめる雇用された労働者L の 

比率，労働者の雇用率e の増加関数であると 

する。

w  =  ^ ( e ) : 小’ >  0 ,小" >  0

である。その具体的な形状は，図 2 にしめし 

たもののようであるとする。なお，雇用率が 

1 となり，完全雇用の状態になったもとでも， 

資本家がなお蓄積を続行すれば，他の資本家 

のもとから労働者を引き抜く必要から，賃金 

率は上昇をつづけ，それは，やがて賃金率の 

可能な最大値b/c，すなわちY / L に達するで 

あろう。しかし，以下では，その問題にはふ 

れないことにする。

3 以上のような想定のもとで，資本家が強 

気の投資態度を維持している状態を出発点と 

してみよう。

すなわち，資本は，毎期， g  =  s i r の率で増

図 2

大する。その資本家の強気の投資態度にもと 

づく資本の増大率g の値は，労働者人口の自 

然成長率n より大であるかも，小であるかも， 

それと等しいかもしれない。しかし，資本の 

増大率の値が，労働者人口の自然成長率より 

も小であれば，雇用率 e は低下し，賃金率w  

も低下する。また，資本の増大率の値が，労 

働者人口の自然成長率に等しければ，雇用率 

は一定の値をとり，賃金率も変化しない。し 

たがって，マルクスが想定したように，経済が 

賃金率の上昇する局面をもつとすれば，その 

資本の増大率の値は，労働者人口の自然成長 

率よりも大でなければならないのである。そ 

れを，図 3 の A 点であるとしよう。

資本の増大率g の値が，労働者人口の自然 

成長率 n よりも大であれば，雇用率 e は上昇 

する。雇用率が上昇するのであるから，賃金 

率 w も上昇する。それとともに，利潤率 r は 

低下する。

そうした資本家の強気の投資態度がつづけ 

ば，利潤率 r は低下しつづけるから，資本の

⑷ こ こ で は ，雇用率e が 1 に到達するところまでが表現されている。なお，小の二次導関数の符号は, 
以下の議論に本質的な影響は及ぼさない。
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図 3 の増大率の値は，労働者人口の自然成長率よ

g

A

B

E

—— e 
0

増大率 g の値は低下しつづける。それでも資 

本の増大率は，労働者人口の自然成長率n よ 

りも大でありつづける。

しかし，そうした利潤率r の低下と賃金率 

w の上昇とがつづけば，やがて資本家がその 

投資態度を強気のものから弱気のものへ切り 

替える点がやってくる。それが，図 3 の B 点 

であるとしよう。

資本家の貯蓄率ないし投資率に不連続な変 

化が生まれ，それは，s i から s 2 に低下する。 

資本の増大率 g は， g =  s 2r で決定されるよ 

うになる。

その資本家の弱気の投資態度にもとづく資 

本の増大率g の値は，労働者人口の自然成長 

率 n より大であるかも，小であるかも，それ 

と等しいかもしれない。しかし，資本の増大 

率の値が，労働者人口の自然成長率よりも大 

であれば，雇用率 e は上昇し，賃金率w も上 

昇する。また，資本の増大率の値が，労働者人 

ロの自然成長率に等しければ，雇用率は一定 

の値をとり，賃金率も変化しない。したがっ 

て，マルクスが想定したように，経済が賃金 

率の低下する局面をもつとすれば，その資本

りも小でなければならないのである。それを， 

図 3 の C 点であるとしよう。

資本の増大率g が，不連続に低下し，その値 

が労働者人口の自然成長率n よりも小であれ 

ば，雇用率 e の値は，図 1 の B 点に対応する 

雇用率の値が，図 2 の H 点でしめされるもの 

であるとすると，そこから不連続に低下する。 

そうした雇用率の不連続な低下に応じて， B  

点に対応する賃金率w と利潤率r との値が， 

図 1 の J 点でしめされるものであるとすると， 

その賃金率と利潤率とは，それぞれ，そこか 

ら不連続に低下し，上昇する。

資本家の貯蓄率ないし投資率が，s 2 であり 

つづければ，利潤率 r は上昇しつづけるから， 

資本の増大率g の値は上昇しつづける。それ 

でも資本の増大率は，労働者人口の自然成長 

率 n よりも小でありつづける。

しかし，そうした利潤率 r の上昇と賃金率 

w との低下がつづけば，やがて資本家がその 

投資態度を弱気のものから強気のものへ切り 

替える点がやってくる。それが，図 3 の D 点 

であるとしよう。

資本家の貯蓄率ないし投資率に不連続な変 

化が生まれ，それは，s 2 から s i に上昇する。 

資本の増大率g は， g =  s i r で決定されるよ 

うになる。

資本の増大率g が，不連続に上昇し，その 

値が労働者人口の自然成長率n よりも大であ 

れば，雇用率 e の値は，図 1 の D 点に対応 

する雇用率の値が，図 2 の G 点でしめされる 

ものであるとすると，そこから不連続に上昇 

する。そうした雇用率の不連続な上昇に応じ
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て，D 点に対応する賃金率w と利潤率r との 

値が，図 1 の I 点でしめされるものであると 

すると，その賃金率と利潤率とは，それぞれ， 

そこから不連続に上昇し，低下する。

そうした，資本家の投資態度の変化によっ 

て，事態はD 点でしめされるものから，A 点
(5)

でしめされるものに復帰するとしてみよう。

すべてはストーリーの出発点にもどり，以 

上の過程が繰り返されることになる。そこで 

は，「天体が，ひとたび特定の運動のなかに 

投げ入れられれば，その運動を繰り返すよう 

に，社会的な生産も，いったん拡大と縮小との 

交替的な運動に投げ入れられれば，その運動 

を繰り返すのである。その転換において，結 

果は原因となり，全過程のさまざまな出来事 

は，絶えず自らの運動の条件を再生産するの 

であって，それは周期性をもつものとなるの 

である。」

資本家の投資態度の変化によって，資本の 

増大率 g は，労働者人口の自然成長率n をは 

さんで変動を繰り返し，それにともなって，雇

用 率 e，賃金率 w，利潤率 r も変動を繰り返
(6)

すことになる。その場合，資本家が強気の投 

資態度を維持している局面が好況であり，弱 

気の投資態度を維持している局面が不況であ 

り，前者から後者への転換点が恐慌であるこ

とになる。そうしたマルクス的な景気循環の 

存在のもとでは，経済は，図 1 の E 点あるい 

は F 点でしめされるような，他の条件が不変 

なら，資本の増大率，雇用率，賃金率，利潤 

率が変化しないことになる長期の均衡点に向 

けて変動する。しかし，資本家の投資態度の 

変更が，そうした長期の均衡点への到達をは 

ばむことになるのである。

4 次に，マルクスによれば技術進歩は，命 

題 5 にしめされるように，労働の資本装備率 

K / L ，すなわち1 / cを上昇させることに着目 

して，そうした労働の資本装備率を上昇させ 

るような技術進歩が，景気循環にどのような 

影響を与えるかをみてみよう。

議論を簡単にするために，労働の資本装備 

率 1 / cを上昇させるような新技術，すなわち 

それが，1 / coであるような旧技術に対して， 

co >  c i であるとして，1/c：Lであるような新 

技術が，ある期に一斉に導入され，普及する
(7)

としてみよう。

そうすると，雇用される労働者の増大率 

A L / L を n であらわすと，それは新旧の技 

術が転換された期には，

n =  (ci /co)(1 +  g) — 1 く g

( 5 ) 事態がA 点に正確に復帰しなければ，ここでのストーリーはより複雑なものとなるが，その点に 

は立ち入らない。

( 6 ) ここでは，固定資本の損耗を無視したため，生産物量は絶対的には減少しないが，固定資本の損耗 

を考慮すれば，生産物量の絶対的な減少を説明できるようになる。

( 7 ) ここでは，旧技術のもとでの資本が，そのまま新技術の充用に利用しうるものと考える。あるいは， 

旧技術のもとでの資本1 単位は，費用を要さずに，新技術の充用に利用しうる資本1 単位に変形でき 

ると考えてもよい。
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であることになる。

労働の資本装備率1 / cを上昇させるような 

新旧の技術の転換は，資本の増大率g が，資 

本家の強気，弱気いずれの投資態度で決定さ 

れていても，それがおこなわれた期において， 

それがおこなわれない場合に比べて，雇用率 

e を低下させる作用を果すことになる。

そうした新旧の技術の転換が，資本の増大 

率 g が，資本家の強気の投資態度で決定され 

ている局面でおこなわれるなら，少なくとも 

雇用率 e の上昇を遅らせ，賃金率w の上昇と 

利潤率 r の低下とを遅らせることになる。そ 

れは，資本家の強気の投資態度が弱気に転換 

することを遅延させる要因となる。一方，そ 

うした新旧の技術の転換が，資本の増大率が， 

資本家の弱気の投資態度で決定されている局 

面でおこなわれるなら，雇用率の低下を速め， 

賃金率の低下と利潤率の上昇とを速めること 

になる。それは，資本家の弱気の投資態度が 

強気に転換することを促進する要因となる。 

「産業循環の変化する局面は，過剰人口を補充 

するのであって，それは，その再生産における 

もっとも力強い要因の一つとなるのである。」 

その場合，新旧の技術の転換が，経済が図 

1 の D 点の近くにあるときに必ずおこなわれ 

るとする根拠はない。しかし，それが，D 点 

の近くでおこなわれれば，不況から好況への，

景気循環の局面の転換に結びつきうることに
(8)

なるのである。

( 8 ) 宇 野 （1 9 5 3 )第 3 章を参照。

4 傾向的帰結

1 この節では，以上のようなマルクスの景 

気循環についてのストーリーを前提として，景 

気循環をふくむ資本の蓄積の進行がどのよう 

な傾向的な帰結をもたらすか，すなわち，そ 

れが「労働階級の運命におよぼす影響」はどの 

ようなものとなるかについてみることにする。

マルクスは，技術進歩は，労働生産性Y I L  

と労働の資本装備率K / L との双方を増大さ 

せると考えていた。それでは，その両者は，ど 

のような関係にあるのであろうか。

Y / L  =  Y / K  ■ K / L  

という等式は，つねに成り立つ。すなわち労 

働生産性Y / L の値は，資本生産性Y / K の値 

と労働の資本装備率K / L の値との積になる 

のである。その場合，ある所与の技術水準が 

問題である場合には，労働生産性，資本生産 

性，労働の資本装備率の3 者の値のうち， 2 

者の値が決定されれば，他 の 1 者の値は決定 

される。しかし，技術進歩によるそれらの値 

の変化を問題にするときには，事態は異なる。 

すなわち，マルクスが想定したように，技術 

進歩によって，労働生産性と労働の資本装備 

率とが上昇したとしても，資本生産性は，不 

変でも，上昇することも，低下することもあ 

りうるのである。

それでは，マルクスは，労働生産性と労働 

の資本装備率とが上昇するもとで，資本生産 

性は，どのように変化すると捉えていたので
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あろうか。 性は満たさない。

その点についての答を与えるのが，資本の 

有機的構成という概念である。資本の有機的 

構成 m は，K / w L で定義される。そうすると， 

マルクスのいう剰余価値率，すなわち r K / w L  

を s であらわすと，

e =  nb — 1

であることになる。

マルクスは，命題 6 の典拠となった引用に 

もしめされるように，資本の技術的構成——  

その概念は，労働の資本装備率K / L の概念 

に等しい—— の上昇は，つねにその有機的構 

成の上昇をともなうと捉えていた。すなわち， 

マルクス的にいえば，技術進歩を含んだ資本 

の蓄積の過程で，たとえ剰余価値率e が一定 

の値を保っても，資本の有機的構成m の値は 

上昇する。とするならば，その過程で，資本生 

産性 b の値は低下することになる。マルクス 

の想定した技術進歩は，労働生産性 b / c と労 

働の資本装備率1 / cとを上昇させるとともに， 

資本生産性を低下させるような型のものだっ
(9)

たことになる。そこでは，労働の資本装備率 

の上昇の効果が，資本生産性の低下の効果を 

上回るので，労働生産性が上昇することにな 

るのである。こうした技術進歩の型は，資本 

係 数 （資本生産性の逆数）が一定であるもとで， 

労働生産性と労働の資本装備率とが上昇する 

という，ハロッドの意味での技術進歩の中立

以上のような，労働生産性Y / L と労働の資 

本装備率K / L とを上昇させるとともに，資 

本生産性Y / K を低下させるような型の技術 

進歩を，マルクス型の技術進歩と呼ぼう。

そうすると，そのマルクス型の技術進歩は， 

賃金一利潤線の考え方を用いて，図 4 の M • 

N のような賃金一利潤線を描く旧技術が， P  • 

Q のような賃金一利潤線を描く新技術にとっ 

て代わられることであることになる。

図 4
r

2 そうしたマルクス型のJ支術進歩が幾度も 

幾度も繰り返されるとしてみよう。

そうすると，資本生産性に等しい利潤率の 

可能な最大値b は，確実に低下しつづけ，労働 

生産性に等しい賃金率の可能な最大値b / c は， 

確実に上昇しつづけていくことになる。その

様子は，図 5 — 1• 2 の曲線でしめすことがで
(io)

きる。

( 9 ) 置 塩 （1 9 7 6 )第 4 章を参照。

( 1 0 ) この場合，資本生産性Y / K の値は，ゼロにではなく，当初の資本生産性の値よりは小であるが, 
十分に大きいある正の値に接近しつづけるかもしれない。しかし，ここでは，置塩が，置 塩 （1976) 
第 4 章で，マルクスのあげた数値例によって想定したように，資本生産性は，ゼロに接近しつづける 

とする。そう考えないと，マルクスのいう，利潤率の傾向的な低下は必然化されない。
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図 5-1

図 5-2

もちろん，利潤率 r の可能な最大値が低下 

していき，賃金率w の可能な最大値が上昇し 

ていっても，当初の実際の利潤率や賃金率の 

運動がどうなるかは，直ちには分からない。 

しかし，次のようにはいえる。

マルクス型の技術進歩が繰り返され，利潤 

率 r の可能な最大値が低下しつづけ，それが 

ゼロに接近しつづければ，事態の進行の初期 

においてはどうであれ，やがて，実際の利潤 

率は，傾向的には低下していくことになる。

そうすれば，資本家の貯蓄率ないし蓄積率si

( 1 1 ) 置 塩 （1 9 7 6 )第 4 章を参照。

が不変でも，資本の増大率g は傾向的には低下 

していく。労働者人口の自然成長率n が不変 

で，資本の増大率が傾向的に低下していけば， 

労働者の雇用率e は傾向的には低下していく。

しかし，マルクス型の技術進歩においては， 

新技術は旧技術のもとでの賃金一利潤線の上 

で，賃金率w が相対的に高い領域にあるとき 

にのみ，より高い利潤率r を保証する。した 

がって，新旧の技術の可逆性が存在すると想 

定すれば，マルクス型の技術進歩が繰り返さ 

れるためには，新技術のもとでの利潤率と賃 

金率との変動は，旧技術のもとでの賃金一利 

潤線でみて，賃金率が相対的に高い領域にあ 

る局面か，それが旧技術のもとでの賃金率の 

可能な最大値よりも高い局面でおこなわれっ 

づけるしかない。そこでは，賃金率は傾向的
（ii)

には上昇していくことになる。

マルクス型の技術進歩の進行をつきつめて 

いけば，利潤率 r と雇用率e とが傾向的に低 

下するとともに，図 2 でしめしたような，雇 

用率と賃金率w との関係をしめす曲線の，位 

置と形状とが変化することによって，賃金率 

の傾向的な上昇がもたらされると考えなけれ 

ばならないことになる。したがって，そこで 

は，労働階級は，雇用率が傾向的に低下する 

という意味では，「窮乏化」するが，雇用され 

たときの賃金率が傾向的に上昇するという意 

味では，「窮乏化」 しないことになる。

もちろん，現実の資本主義の歴史において 

は，そうしたストーリーが実現されたのでは 

なかった。そこでは，確かに，労働者の賃金
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率 w は傾向的に上昇していったが，資本の利 に認識していた。しかし，その章の叙述には，

潤率 r は傾向的に低下せず，労働者の雇用率e  

も傾向的に低下しなかった。現実になされた 

技術進歩は，極めて長期でならしてみれば，ハ 

ロッド中立的なものであったからである。ハ 

ロッド中立的な技術進歩がなされれば，利潤 

率の可能な最大値である資本生産性Y / K は 

不変の値をしめし，賃金率の可能な最大値で 

ある労働生産性Y I L は上昇する。そこでは， 

利潤率の可能な最大値が低下していくという， 

マルクス型の技術進歩の繰り返しのもとでの 

ストーリーの根本が満たされないのである。

5 おわりに

『資本論』第一部第 2 5 章 「資本制的蓄積の 

一般的法則」で提示されたマルクスの議論は， 

3 でみたように，賃金による利潤の蚕食と利 

潤による賃金の蚕食との交替によって，景気 

循環の基礎を説明するものであった。それは， 

後に，宇野弘蔵やグッドウインによって，そ 

れぞれ異なった形でより整備されていくこと 

になる議論の原型をもたらしたものであった。 

しかし，そこでの議論は，4 でみたように，技 

術進歩の存在を考慮してその傾向的な帰結を 

具体化すると，現実の資本主義の歴史のなか 

でみられたものとは，合致しない性格のもの 

であった。

「資本制的蓄積の一般的法則」での叙述にお 

いて，マルクスは，命題 5 の典拠になった引用 

にしめされるように，技術進歩の問題を考察 

するときに，労働生産性Y / L と労働の資本装 

備 率 K / L との概念が重要であることを明確

資本生産性Y / K の概念はでてこない。マル 

クスにとっては，生産力とは，労働の生産力 

のことにほかならず，資本の生産力を問題に 

することは，「俗流経済学」的な議論であった 

からであろう。しかし，技術進歩の問題を語 

るときには，労働生産性と労働の資本装備率 

とともに，資本生産性（資本係数の逆数）の動 

向を問題としなければならない。そうした資 

本生産性の概念の使用を回避し，その技術進 

歩の過程での動向を明示的にとりあげなかっ 

たことが，マルクスに，労働生産性と労働の 

資本装備率との双方が上昇したとしても，そ 

れは，資本生産性の低下を必然的にはともな 

わないという，単純な，しかし，彼の議論を 

混乱させないためには極めて重要であった事 

情を，見落とさせることになったのであろう。

(経済学部教授）
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